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 特定技能

例説
福祉介護（人材不足の深刻な産業）厚生労働省では 5年間で 5万人～ 6万人の受入計画
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カンボジア王国

制限概括　2人で 1組の女性とする
（失踪・悪い事態予防）

介護人材
2019年には全国で26万人以上の不足
2025年には全国で35万人以上の不足

労働総局第三外国雇用課
MOLVT
労働職業訓練省

 論説　特定技能・福祉介護
　日本国の危機管理から 2018 年 12 月の臨時国会に於いて、在留資格「特定技能」が新設され
ました。「特定技能」は改正入管難民法で設けられ、働き手確保が難しい飲食、介護など 14 業
種を対象に、外国人の単純労働を認める在留資格で、ある程度の技能と日本語能力を必要とし
ますが、これまで専門職に限ってきた受け入れ策の転換ともいえます。

　特定技能とは、外国人労働者が日本で働くために必要な特定の職種に必要な技能や知識を身
につけることができる制度のことを指します。具体的には、建設、農業、宿泊業、介護、製造業、
航空業など、労働力不足が問題とされている職種に対して、技能実習生や留学生、永住外国人
などが特定技能を取得することで、日本での就労が可能になります。特定技能は、特定技能 1
号と特定技能2号に分かれています。特定技能1号は、技能実習生や留学生、永住外国人などが、
習熟度を証明する試験に合格し、一定の技能レベルを持つことで取得できるもので、最長 5 年
間の在留期間が与えられます。一方、特定技能 2 号は、実務経験がある労働者が技能レベルを
証明する試験に合格し、最長 10 年間の在留期間が与えられる制度です。特定技能の取得には、
日本語能力や業務知識等様、様々な条件があります。また、外国人労働者が就労する際には、
就労ビザの申請や労働条件の確認など複雑な手続きが必要ですが、全介共がサポート致誠いた
します。

　また、特定技能外国人として在留している期間と条件を満たす場合には、特定技能外国人か
ら永住を申請することができます。例として、特定技能 1 号の在留期間は最長で 5 年間となっ
ており、在留期間が更新されるたびに再度特定技能 1 号の資格を取得する必要がありますが、
5 年目に特定技能 1 号の在留期間を更新した場合、追加で 5 年間在留することができます。こ
の場合、10 年目に特定技能 1 号の在留期間を更新した際に、特定技能外国人として永住する
ことができます。
　永住申請のための相談や複雑な手続きを、全介共がサポート致誠いたします。

　全介共は、厚生労働省の新たなる外国人労働者対策「特定技能」に、頻々と着実に新たなり
研鑽を積聚、社会福祉介護の展開と、外国人による介護という特殊たる支援に、日本人の介護
という受け入れ困難たる事実・真実を認め、安心して働き暮らせる制度と環境の整備や監視、
支援体制の抜本的な強化が成り立つためになくてはならない真偽・善悪・美醜などを考え定め、
日本国福祉介護の進歩に貢献いたします。

フィリピン・カンボジア・ネパール・ミャンマー・モンゴル・スリランカ・インドネシア・ベトナム・バングラデシュ・ウズベキスタン・
パキスタン・タイとの特定技能に関する協力覚書

協力覚書

協力支援

協力支援要請・国家公共機関許可申請

特定技能外国人の円滑かつ適正な送出し・受入れの確保等のために、送出国との間で協力覚書を作成しています。

特定非営利活動法人 全国介護支援共済機構
国際相互理解の促進・経済協力の資益・本人の国籍と異なる国で働く労働者の在留資格取得支援等事業

目的

日本国法務省・外務省・厚生労働省・農林水産省・警察庁及び各省庁その他

情報収集（円滑な送出し・受入れ制度・知識）・知識提供等・母国語相談・安全衛生・健康の確保
保護等の相談・助言・働き方改革支援等・福利厚生徹底・広報・啓発活動等

14業種　福祉介護・飲食料品製造業・素形材産業・機械製造業・外食産業

                   建設業・農業・漁業他（令和 6年 自動車運送・林業その他追加検討）

日本の産業界における深刻な人手不足を解消するため、2019 年 4月に新たに導入された在留
資格です。現在、アジア地域 12 カ国と二国間協力覚書の作成が完了しています。労働者保護
の制度は国によって様々ですから、二国間覚書は各国の政策や法制度等を踏まえた内容になっ
ています。

1. 海外から介護人材を呼び込む支援策が広がるなか、　厚生労働省は 2024 年度から外国人留学
生を受け入れ、介護施設を対象に奨学金を拡張充実。

2. 日本語学校や介護福祉の養成施設で学ぶ場合に最大 168 万円を助成。

3. 日本語学校や介護福祉の養成施設での留学生を将来採用する予定の介護施設に助成。

4. 日本語学校や介護福祉の養成施設での学費や住居費用と就労先の準備助成。

5. 少子高齢化で介護人材不足が表面化するなか、外国人学生に日本を留学・就労先と選んでも
らうための環境の整備。

6. 勿論、全介共こと特定非営利活動法人 全国介護支援共済機構もサポートします。が…

　福祉介護の深刻な人手不足問題には、新型コロナウイルスの世界的なパンデミックによる影
響で窮状状態に陥弱しておりますが、厚生労働省は 2019 年 4 月に人手不足の分野においての
労働力不足解消のための政策として在留資格「特定技能」を策定し、新たなる外国人労働者対
策にて 5 年計画の目標値を揚げて政策を推進しております。特定非営利活動法人 全国介護支
援共済機構は、「特定技能制度」を頻々と着実に新たなり研鑽を積聚、日本国福祉介護の発展
のために、国際相互の理解促進及び開発途上にあたる海外地域に対する経済協力に資するため、
特定技能にて外国人人材の受け入れ拡大と円滑化を図り、日本国の技能・技術及び知識を開発
途上国等とともに真理を会得し、外国人人材への母語相談・安全衛生・健康の確保等の保護に
関する相談と助言、外国人人材の受け入れ制度に関する広報と啓発活動、法定福利厚生・法定
外福利厚生サービスの向上に関する相談・助言と支援、これらの国の人材の育成及び日本国と
これらの国双方の経済社会の発展に寄与・支援いたします。

介護留学生　獲得促す

厚生労働省が採用予定の介護施設に

奨学金最大168万円助成 !


